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Abstract 
Fire scenarios and safety criteria for performance-based fire-safety design have been established to 

maintain the fire risk of buildings below an acceptable level. The fire scenarios differ depending on the 
fire-safety objectives, i.e. evacuation safety, fire resistance of structure or fire fighters’ safety. This paper 
describes a methodology for appropriately selecting design fire scenarios and acceptable risk, RA, for 
evacuation safety design. The following were produced: 1) an event tree of fire scenarios for evacuation from 
an on-fire room, as shown in Figure 1, 2) a design fire scenario set up under the condition that a fire has 
occurred, 3) a design fire scenario in which it is assumed that initial fire extinguishment fails and the fire 
spreads, 4) an evacuation risk statistic of 0.56 [person/fire] under the condition of a major fire, and 5) a method 
to determine fire growth rate 

Dα  of design fire under which evacuation safety should be verified is proposed. 

概   要 

本研究では、性能的避難安全設計の枠組みの中に火災リスクの概念を導入することを最終的な目標として、

設計火源の決定方法ならびに許容リスクに関する検討を行った。概要は以下の通りである。1)居室火災時に生

起し得る事象を避難安全設計の対象となる各対策との関連で整理し、火災シナリオを作成した。2)設計火災シ

ナリオとして、初期消火等に失敗し、部分焼以上の拡大に至る火災を対象とした。3)安全性の検証方法として、

避難不能者数期待値Rと許容リスクRAを比較する方法を提案した。4)避難不能者を、現状の避難安全設計との整

合性を考慮して軽傷以上と定義すると、火災統計資料を分析した結果から部分焼以上の火災に対する避難不能

者数期待値は、建物規模に関わらず0.50-0.66(平均0.55) [人/火災]となる。5)火災成長率の分布を平均の指数

分布と仮定し、リスクの概念に基づき設計火災成長率の決定方法を提案した。 

  

  1. はじめに 

 

 2000年に施行された建築基準法の火災安全基準の性能規

定化以降、性能的火災安全設計を利用した建築物が盛んに

計画されている1),2)。性能的火災安全設計では、規定の設

計火源の下で許容安全基準を満たすことが必要である。避

難安全検証法3)にあっては、可燃物密度と内装材料のグレ

ードに応じて火災成長率が設計火源として規定され、この

下で「避難完了時間≦煙降下時間」の基準を満足すること

が確認されれば、許容レベルの避難安全性があると認めら

れる。 

 一方で、従来の仕様基準では、大規模な建築物や重要な

部分ほど基準を厳しくするなど、明示的ながらも火災リス

クの考えが反映されていた。火災時に大人数の生死が関わ

る大規模な建物では、その様な事故の発生確率を極力小さ

くするために防火基準は厳しく、逆に少人数しか影響を受

けない小規模な建物では、基準は幾分緩やかとなるのが自

然である。しかし、現在の決定論的な設計法にはこのよう

な考え方については殆ど考慮されず、規模に関わらず同一

のクライテリアを満足すれば安全と見なされる設計法と

なっており、全館避難の対策は比較的容易にパスし、小さ

な居室は対策に苦慮する場合もある。 

 ここで、「火災リスク」を火災により損失が発生する確

率と損失の大きさの積、すなわち火災損失の期待値の意味

である。対象を避難安全の問題に絞れば、火災リスクは火

災による人命損失の期待値となる。設計火源や許容安全基

準は、それぞれ建物の構造設計における設計荷重や許容応

力・変形と同様、本質的に建築物の火災リスクをある値以

下に抑制するために設定されるものである。少人数の居室

と大人数の建物の避難安全検証のための設計火源が同じ

で良いか否か再検討が必要である。 

 リスクの概念に基づく評価法は数多く提案されており、

建築火災時の安全性評価に限っても幾つか提案されてい

る4)。しかし、建築物にどれだけの火災リスクを許容でき

るのか明確にされていないこともあって、未だ実際の火災

安全設計に適用されたものはない。 

 そこで、本研究では、性能的避難安全設計の枠組みの中

にリスクの概念を導入するため、居室火災時の避難安全性

に関わる設計火災火源及び許容安全基準の決定方法に関

する検討を行った。なお、避難安全設計での火災の想定は、
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当然のことながら、出火し、火災が拡大することを前提と

している。そこで、本研究の設計火災シナリオ及び許容安

全基準も、出火し、火災が拡大することを前提としている。 

 

 2. 本研究で対象とする避難安全対策 

 

 建築物の避難安全対策は、設計段階において設計者の判

断で計画できる建築的対策や設備的対策のみならず、建物

管理者等に依存する人為的対策、更には消防隊による消火

救助活動に因るところも大きい。しかし、建物管理者や公

共消防の効果は設計対象にすることは困難なので、本研究

で想定する設計法の対象は、避難安全検証法と同様、建築

的対策及び設備的対策に限定する。 

 表1は、建築火災時の火災リスクに影響を及ぼす対策の

うち、本研究の対象とする避難安全対策を示したものであ

る。ここでは避難安全対策を、火源の拡大を抑制するため

の火災制御対策、煙危険を緩和するための煙制御対策及び

円滑な避難行動を促すための避難支援対策に分類し、さら

に避難安全検証法3)の枠組みと同様に、出火室からの避難

（居室避難）、出火階からの避難（階避難）及び出火建物

からの避難（全館避難）のフェーズ毎に分類した。 

 ここで、避難支援対策として火災感知設備、誘導灯や非

常放送設備も考えられるが、避難安全検証法等の従来の避

難安全設計と同様に設計の対象外と見なした。なお、排煙

設備や防火設備が火災感知設備と連動して作動するシス

テム構成である場合は、火災感知設備も設計対象の一部と

なる。 

 

3.  設計火災シナリオ 

 

 建築火災時の主要な避難安全対策であるスプリンクラ

ー設備や排煙設備等の設備的対策は、信頼性の高いもの、

低いものもあるが、100％の信頼性を有するものはない。

これらの設備的対策が正常に機能するか否かは、火災性状、

煙性状に大きな影響を与えるため、火災シナリオにはこれ 

らの成功、失敗も含める必要がある。しかし、避難のフェ 

 

Table 1 本研究で対象とする避難安全対策 

Evacuation Safety Measures in Building Fire 

 
火災制御 

対策 

煙制御 

対策 
避難支援対策 

居室 

避難 

SP設備、

内装制限 

排煙設備、

蓄煙容積 

出口幅、廊下等の容

量、廊下等までの歩

行距離 

階 

避難 

SP設備、

内装制限 

排煙設備、

防煙区画、

防火設備 

階段出口幅、避難階

段等の容量、階段等

までの歩行距離 

全館 

避難 

SP設備、

内装制限 

排煙設備、

防火設備、

防煙区画 

階段幅、避難施設の

容量、屋外出口幅 

 SP設備：スプリンクラー設備 

ーズ（居室避難、階避難または全館避難）によって火災制

御対策や煙制御対策の内容及び重要度が異なるため、全て

のフェーズに対応する火災シナリオは複雑である。そこで、

本研究においては、第一歩として、居室避難時の設計火災

シナリオについて検討を行った。 

 図1は、居室火災時に生起し得る事象を避難安全設計の

対象となる各対策との関連で整理し、イベントツリーに図

示したものである。この中の各要素について以下で説明を

する。 

 

3.1 出火 

 建物の出火率は建物用途や建物規模に応じて変化し、複

合用途や不特定多数の人が利用する用途は高い傾向を示

し5)、建物の延床面積が大きくなるほど床面積当たりの出

火率は小さくなる傾向がある6)。しかし、建物の避難安全

設計では、出火率を低減させることは出来ない。避難安全

設計の目的は、火災時を想定して各々の避難安全対策が有

効に機能するように計画し、火災時の火災リスクをある値

以下に抑えることである。従って、本研究においては、避

難安全検証法など従来の避難安全設計の枠組みと同様、出

火を前提とした設計火災シナリオを設定した。 

 

3.2 初期消火 

 一般に、出火後、初期消火等に成功し小火となる確率は

7割を超える5)。これは、消防設備対策、居住者や建物管

理者等の初期消火の効果に因るところが大きいと思われ

る。しかし、これを設計の段階で見込むことは現実的に難

しいと考えられる。そこで、ここでは、さらに初期消火等

にも失敗して火災が拡大することを前提とした。これも従

来の避難安全設計における考え方と同様である。 

 

3.3 拡大火災 

 拡大する火源の基本形として、先ずスプリンクラー設備

による火災制御の存在しない場合を考え「局所火源」と「成

長火源」の2つに分類し設計火源とする。 

局所火源： 室内可燃物の一部のみが延焼するもので、

可燃物密度が低く可燃物の分布がまばらなロビー等で

発生する。発熱速度Qfは、火災初期は時間の2乗に比例

し、可燃物量が制限されているため、燃焼がピークに達

した以降は一定で継続すると想定する。7) 

成長火源： 燃焼が室内可燃物に次々と延焼拡大し室全

体の火災に迄至るもので、複数の可燃物が近接して置か

れる店舗や事務室等で発生する。発熱速度は、火災初期

は時間の2乗に比例し、燃焼が室全体に達した時点で収

納可燃物量もしくは換気量で定まるピーク値となると

想定する。8) 
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3.4 火災制御（スプリンクラー設備） 

 スプリンクラー設備は、感熱部の温度が作動温度以上に

なった時点で作動する。そのため、感熱部の作動温度、天

井高さ、スプリンクラーヘッドの設置間隔によってスプリ

ンクラー設備の作動に必要な火源発熱速度（以後、作動限

界発熱速度Qspと言う。）が異なる9)。そこで、発熱速度が

作動限界発熱速度に達するか否かに応じて「有効」、「無

効」の2つに発熱速度を分類した。さらに、発熱速度が「有

効」と見なせる状態にある場合は、スプリンクラー設備が

作動して発熱速度の抑制に「成功」する場合と、抑制に「失

敗」する場合の2つに発熱速度を分類した。なお、これら

の定義をまとめるとFig. 2となる。 

有効： 火源発熱速度Qfが作動限界発熱速度Qspに達し、

スプリンクラー設備が作動する条件下にある場合。 

無効： 火源発熱速度Qfが作動限界発熱速度Qspに達せ

ず、スプリンクラー設備が作動する条件下にない場合。 

成功： 消火に成功、または火源発熱速度を作動限界発

熱速度Qsp以下に抑制することに成功した場合。 

避難不能

者数 C i

生起確率

P i

シナリ
オ
N0

出火 初期消火 避難

避難施設

出火 成功 （対象外）

失敗 局所火源 なし なし C 1 P 1 1
P d (=1)

あり 作動 C 2 P 2 2

不作動 C 3 P 3 3

あり 有効 成功 なし C 4 P 4 4

あり 作動 C 5 P 5 5

不作動 C 6 P 6 6

失敗 なし C 7 P 7 7

あり 作動 C 8 P 8 8

不作動 C 9 P 9 9

無効 なし C 10 P 10 10

あり 作動 C 11 P 11 11

不作動 C 12 P 12 12

成長火源 なし なし C 13 P 13 13

あり 作動 C 14 P 14 14

不作動 C 15 P 15 15

あり 成功 なし C 16 P 16 16

あり 作動 C 17 P 17 17

不作動 C 18 P 18 18

失敗 なし C 19 P 19 19

あり 作動 C 20 P 20 20

不作動 C 21 P 21 21

煙拡散

居室火災時における設計火災シナリオ

火災制御（ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備） 煙制御（排煙設備）

火災拡大

t

Q f

t

Q f

t

Q f Q sp

t

Q f

Q sp

t

Q f

t

Q f Q sp

t

Q f

t

Q f

t

Q f Q sp

Fig. 1 居室火災時における火災シナリオのイベントツリー 

Event Tree of Fire Scenarios in Evacuation from the Fire room 
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失敗： スプリンクラー設備が故障で作動しない、また

はスプリンクラー設備が作動したにも関わらず火源発

熱速度の抑制に失敗した場合。 

 

3.5 煙制御（排煙設備） 

 排煙設備は、火災感知→排煙口開放→排煙機起動が連動

する１つのシステムで構成される。システム構成要素のど

こか１箇所にでも不具合が発生すると、システム全体が機

能しなくなる。 

 煙制御は煙拡散による避難者への危険を緩和する手段

である。しかし、緩和の程度は排煙能力と火源の大きさ（火

源発熱速度）に依存し、また最終的な効果は避難条件によ

って異なる。 

 そこで、排煙設備のシナリオは、排煙設備のシステムが

正常に「作動」する場合と、システムの不具合により作動

しない場合（「不作動」）の2つのみに分類した。 

作 動： 排煙設備が正常に作動する場合 

不作動： システムの不具合により排煙設備が作動しな

い場合 

 

3.6 避難不能者数 

 避難不能者数Ciは、火災室から非火災室に避難するまで

の間に、避難安全上支障のある煙または熱に曝された避難

者数である。現在の避難安全検証法では支障の有無を、煙

層下端高さ1.8[m]以上 3)や二酸化炭素濃度が0.5％以下10)

等で判定する。 

 

3.7 生起確率 

 生起確率Piは、各イベントの分岐確率の積で表される。

本研究においては、各イベントの分岐確率は、決定論的に

定まるもの及び確率論的に定まるものの２つとした。 

決定論的に定まるもの： スプリンクラー設備の有効性9) 

確率論的に定まるもの： 局所火源の発生確率、スプリ

ンクラー設備の作動確率、排煙設備の作動確率11) 

 なお、局所火源となるか成長火源となるかの確率は、本

来、着火物や収納可燃物密度に依存すると考えられるが、

局所火源の発生確率に関する有用な知見が得られない場

合は、積載可燃物密度や内装の種類によって0または1とし

て決定しても良い。 

 

 4. 安全性の検証 

 

4.1 避難不能者数期待値 

 図1によると、居室火災時の避難安全性に関わる設計火

災シナリオは合計21シナリオとなる。安全性の検証は、そ

れぞれの設計火災シナリオの避難不能者数と生起確率の

積の総和である避難不能者数期待値Rを避難不能者数期

待値に対する許容安全基準RAと比較することにより検証

する。すなわち、 

  
Aii RPCR <= ∑    (1) 

を満たせば安全と考える。1つの居室火災時の安全性を検

証するために21のシナリオ全てを計算するのは一見複雑

に思えるが、実際には排反の事象も多く含まれるので、全

て計算する必要はない。 

 なお、避難安全設計では、出火して拡大する火災を前提

としているため下式が成り立つ。 

1=∑ iP      (2) 

 

4.2 設計の手順 

 Fig. 3は避難安全設計の手順を示したものである。これ

に従って火災制御計画、煙制御計画、避難計画の妥当性を

検証するが、避難不能者数期待値Rが許容リスクRAを上回

る場合は、火災制御計画、煙制御計画、避難計画の全てを 

 

 

時間t [s]

火
源

発
熱
速

度
Q

f[
k
W
]

Q sp

失敗

成功
無効

有効

故障（作動なし）

作動限界
発熱速度

Fig. 2 スプリンクラー設備と火源発熱速度の関係 

Fire Source Heat Release Rate with  

Sprinkler System Installed 

 

火源を設定

火災制御設計（ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備）

煙制御設計（排煙設備）

避難設計（避難支援対策）

R≦RA

yes
no

検証終了
 

Fig. 3 避難安全設計の手順 

Procedure of Evacuation Safety Design 
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見直しても良いし、一部を見直しても良い。どのシナリオ

の生起確率もしくは避難不能者数に注目して計画を見直

せば有効を判断するには、Fig. 1のイベントツリーが助け

になる。 

 

5. 許容安全基準 

 

 建物の避難安全設計の妥当性を判断するためには、客

観性を持つ許容安全基準が必要となる。 

社会的に受容された許容安全基準は、火災による死亡者数

の災害統計から決定する方法12)や現行基準（建築基準法

等）の要求との同等性から決定する方法13)がある。なお、

本研究においては、従来の避難安全設計と同様に、火災が

拡大することを前提としているため、許容安全基準もこの

前提の基で値を決定する必要がある。 

 

5.1 火災統計から見た避難不能者期待値 

  Table 2は、東京消防庁の保有する火災調査資料から、

平成12年～平成16年の5年間に東京消防庁管轄内にある耐

火建築物で発生した火災（9921件）のうち、出火件数の多

い複合用途建築物4299件（特定複合用途建築物3026件、非

特定複合用途建築物1273件）を、建物規模、火災規模、死

傷者数について整理したものである。なお、建物規模の括

弧内の数値は、各規模に属する建物の平均延床面積である。 

 また、Table 3は、Table 2を基に、火災規模、建物規模

別に死傷者発生率（死傷者数／火災件数）を算出した結果

を示したものである。 

 

5.2 避難安全設計における許容リスク 

  火災統計から見た火災リスク（死傷者発生率）は、火災

成長率、出火時の在館者数、消防隊による消火救助活動な

ど、様々な条件の基で発生した火災に対する結果である。

しかし、避難安全設計で用いる、火災成長率や在館者数な

どの条件は、実際の火災時における平均的な数値よりもか

なり厳しく（安全側に）設定される。また、避難安全設計

では消防隊による消火、救助活動の効果を考慮しないこと

が多いが、実際の火災では消火、救助活動が行われている

場合が多い。従って、前述の火災統計から許容リスクRA

を類推する場合は、これら条件の違いを考慮して決定する

ことが必要である。 

 一方、100㎡以下の住宅（100㎡以内毎に区画された共同

住宅を含む）では、排煙設備等の火災安全対策は基本的に

要求されていないため、100㎡以下の住宅で想定される火

災リスクは法的に許容されていると考えても良いであろ

う。住宅は就寝用途であること、また屋外への出口のない

２階で就寝することが多いことなど、避難安全上不利な条

件が多い。住宅等が避難安全設計の対象になることは少な

いが、仮に避難安全設計で前提とするようなかなり厳しい

条件で安全性を評価した場合、避難不能者数期待値は限り

なく出火前の在館者数に近くなる。すなわち、避難安全検

証法で定められている住宅の在館者密度0.06[人/㎡]より、  

Table 2 複合建築物における死傷者数注1), 注2), 注3) 

Casualties of Building Fire  

in the Compound Use Building 

延床面積A[㎡]

(平均値)

火災

件数
程度

火災

件数
軽傷

中等

傷
重傷 死亡 合計

小火 55 12 4 1 0 17

部分焼以上 24 9 4 2 0 15

小火 270 43 11 6 1 61

部分焼以上 140 39 23 2 11 75

小火 358 28 16 5 2 51

部分焼以上 179 61 14 13 8 96

小火 542 67 19 8 0 94

部分焼以上 228 83 17 12 7 119

小火 335 60 14 4 0 78

部分焼以上 112 40 9 5 3 57

小火 510 49 9 4 0 62

部分焼以上 131 48 16 7 6 77

小火 297 23 6 3 2 34

部分焼以上 77 30 9 4 8 51

小火 938 67 28 5 2 102

部分焼以上 103 34 8 5 5 52

建物規模 火災規模

3000＜A≦6000

(4,179)
374

6000＜A

(45,356)
1041

1000＜A≦1500

(1,235)
447

1500＜A≦3000

(2,156)
641

300＜A≦500

(402)
537

500＜A≦1000

(721)
770

A≦150

(119)
79

150＜A≦300

(232)
410

死傷者数 [人]

 

Table 3 複合建築物における死傷者発生率注1), 注2), 注3)

Casualty Rare of Building Fire  

in the Compound Use Building 

建物規模

延床面積A[㎡] 軽傷 中等傷 重傷 死亡 合計

A≦150 0.38 0.17 0.08 0.00 0.63

150＜A≦300 0.28 0.16 0.01 0.08 0.54

300＜A≦500 0.34 0.08 0.07 0.04 0.54

500＜A≦1000 0.36 0.07 0.05 0.03 0.52

1000＜A≦1500 0.36 0.08 0.04 0.03 0.51

1500＜A≦3000 0.37 0.12 0.05 0.05 0.59

3000＜A≦6000 0.39 0.12 0.05 0.10 0.66

6000＜A 0.33 0.08 0.05 0.05 0.50

平均 0.35 0.10 0.05 0.05 0.55

A≦150 0.22 0.07 0.02 0.00 0.31

150＜A≦300 0.16 0.04 0.02 0.00 0.23

300＜A≦500 0.08 0.04 0.01 0.01 0.14

500＜A≦1000 0.12 0.04 0.01 0.00 0.17

1000＜A≦1500 0.18 0.04 0.01 0.00 0.23

1500＜A≦3000 0.10 0.02 0.01 0.00 0.12

3000＜A≦6000 0.08 0.02 0.01 0.01 0.11

6000＜A 0.07 0.03 0.01 0.00 0.11

平均 0.11 0.03 0.01 0.00 0.15

死傷者発生率 [人/火災]火災

規模

部分焼

以上

小火

(※)

※参考値。本研究で想定している設計法の対象外。 

注1)平成13年9月の明星56ビル火災の死者44名は除外した。 

注2)火災規模の定義は以下の通りである。 

全 焼：建物の70％以上を焼損したもの又はこれ未満であっても

    残存部分に補修を加えても再使用できないもの 

半 焼：建物の20％以上70％未満を焼損したもの 

部分焼：全焼、半焼及びぼやに該当しないもの 

小 火：建物の10％未満を焼損したもので、かつ焼損床面積若し

    くは焼損表面積が1㎡未満のもの又は収容物のみを焼損

    したもの 

注3)重傷には重篤傷も含まれている。 
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住宅の在館者数から算出した場合の許容リスクは、最大で

100㎡×0.06[人/㎡]=6[人]となる。 

 

6. 設計火源と許容リスク 

 

 設計火源や許容安全基準は、建築物の火災リスクをある

値以下に抑制するために設定されるものである。しかし、

許容安全基準を適切に設定したとしても、通常起こり得る

火災に比較して過小な設計火源を想定したならば、設計さ

れた建物の通常起こり得る火災に対する危険性は高くな

る。従って、設計法が適切に機能するためには、設計火源

と許容リスクそれぞれがバランス良く設定されることが

必要である。 

 

6.1 火災成長率の確率分布 

 避難安全検証法3)では、火災成長率を積載可燃物密度や

内装の仕上げの種類に応じて決定している。一方で、家具

等の燃焼実験で得られた知見によると、可燃物の火災成長

率α は、成長が非常に速いもので概ねα =0.20、遅いもの

でα =0.001が対応するが、たいていのものはこの0.001＜

α ＜0.2の範囲に収まるとされている14)。 

 火災成長率は、可燃物密度等によって確定論的に決まる

ものではなく、可燃物の形状や寸法、構成材料の種類や密

度にも依存すると考えられる。そのため、様々な可燃物が

混在する建築空間で出火した場合の火災成長率α は何ら

かの確率分布を持つと考えるのが自然である。そこで、本

研究では、火災成長率にはある分布が存在するとして検討

を行う。 

 Fig. 4は、実火災時の火災成長率の発生確率の分布を示

した概念図である。火災成長率の分布は、火災成長率αの

小さい火災の発生頻度は高く、火災成長率αの大きい火災

の発生頻度は低い分布（ex. ポアソン分布）を示すと考え

られる。しかし、火災成長率αの小さな火災は問題となる

ことは少ないため、これ以降の議論では、計算の便宜上、

火災成長率αは指数分布を示すと仮定した。すなわち、火

災成長率αの確率分布 ( )αP は、 

( ) λαλα −= eP     (3) 

で与えられるとする。ここで、λはパラメータと呼ばれ、

火災成長率の平均値α を用いて 

αλ 1=      (4) 

である。 

 火災成長率の平均値α は、従来の避難安全設計3)と同様

に、火災室の用途に応じて決定される性質を持つと考えら

れる。なお、ポアソン分布もしくは指数分布は、火災成長

率の平均値α のみによって特徴付けられるため、平均的

な可燃物レイアウトの燃焼実験により得られた火災成長

率を平均値α とみなすことができるため実用上の利便性

が高い。 

 

6.2 避難不能者数 

 火災室からの避難は出火後間もない時間に起こるため、

避難不能者数は火災成長率に大きく依存する。 

 Fig. 5は、火災成長率αと避難不能者数 ( )αC の関係を

概念的に示したものである。火災成長率が小さい時の避難

不能者数は0であるが、ある火災成長率 cα （以後、限界火

災成長率と言う。）を超えると避難不能者は増加し始める。

そして、出火前の在館者 0C に達した以降は一定となる。

なお、限界火災成長率 cα は火災安全対策に応じて異なる。 

 

6.3 設計火災成長率 Dα  

 火災成長率が確定論的に与えられる場合の避難不能者

数は、避難計算と煙性状計算によって評価できる。しかし、

火災成長率α に分布が存在する場合、避難不能者数は火災

成長率α の分布ごとに逐次避難計算と煙性状計算を行う

ことが必要となる。 

6.3.1 設計火災シナリオが1つの場合  初めに最も基

本的な条件を考える。成長火源のみが発生し、スプリンク

ラー設備、排煙設備ともに設置されていない場合を考える

と、設計火災シナリオは、Fig. 1よりシナリオ13となる。

シナリオ13の生起確率（ 13P ）は 113 =P であるため、避難

不能者数期待値R は、火災成長率α の確率分布 ( )αF と火

災成長率α の時の避難不能者数 ( )αC の積を積分すること

により得られる。すなわち、 

( ) ( )∫
∞

===
0131313 ααα dCFCPCR   (5) 

ここで、Fig. 5に示すように、火災成長率α が限界火災成

長率 cα 以下では、避難不能者 ( )αC は0であるので、 

 

 
本研究で仮定した分布 

実火災で推定される分布 

α火災成長率 
 

Fig. 4 火災成長率αの確率分布の概念図 

Probability Distribution of α 

 

 

 
( )αF ( )αC

cα

α火災成長率 

0C

Fig. 5 火災成長率と避難不能者数の関係 

Relation between α and Casualties 
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( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ARdCF

dCFdCFR

c

c

c

≤=

+=

∫

∫∫
∞

∞

α

α

α

ααα

αααααα
0   (6) 

であることを検証すれば良い。避難不能者数を火災成長率

に対して逐次算出するのは困難であるが、その場合は、Fig. 

5に示すように、火災成長率の区間毎に確率分布と避難不

能者数を区間の平均値として算出し合算することも可能

である。 

 しかし、幾分安全側の想定となるが、次のような簡便な

方法を考えるのが実際的であろう。避難不能者数 ( )αC は

出火前の在館者数 0C を超えることはないので、式(6)の条

件は、 

  ( ) ( ) ( ) ARdFCdCFR
cc

≤≤= ∫∫
∞∞

αα
ααααα 0

 (7) 

と書ける。また、火災成長率の確率分布が式(7)に従う場

合、 

  ( ) ααλα

α

λα

α
αλαα cc

cc

eededF −−∞ −∞
=== ∫∫  (8)  

よって、これを式(7)に代入すると 

  AReC c ≤− αα
0     (9) 

さらに、式(9)を限界火災成長率 cα について解くと、 

  ( )D
A

c R
C ααα ≡×≥ 0ln     (10) 

を得る。ここで、式(10)の右辺を設計火災成長率 Dα と定

義する。 

 式(10)より、避難不能者数期待値R が許容リスクRA以下

となるためには、限界火災成長率 cα を設計火災成長率 Dα
以上にすることが必要である。限界火災成長率 cα は、避

難不能者が発生しない限界の火災成長率であるため、少な

くとも、設計火災成長率 Dα における避難不能者数は0にな

ることが必要となる。すなわち、 

  2tQ Df α=      (11) 

なる設計火源を用いて避難計算と煙性状計算を行い、避難

不能者数C が0であるか否かを確認する。そして、避難不

能者数C が0であれば自ずと式(5)を満足することになる

のでこの時点で検証は終了し、避難不能者数が0より大き

ければ避難計画を見直して再検証することとなる。 

 なお、避難不能者数Cは火災室の出火前の在館者数C0を

超えることはないので 

ARC ≤0      (12) 

を満足する場合は、計算を省略することできる。 

6.3.2 設計火災シナリオが２つの場合  次に、成長火

源のみが発生し、排煙設備のみ設置されている場合を考え

ると、設計火災シナリオは、Fig. 1より、排煙設備が作動

する場合（シナリオ14）と排煙設備が作動しない場合（シ

ナリオ15）になる。ここで、排煙設備が作動する場合（シ

ナリオ14）及び排煙設備が作動しない場合（シナリオ15）

の生起確率をそれぞれ 14P 、 15P とする。 

 Fig. 6は、排煙設備が作動する場合（シナリオ14）と排

煙設備が作動しない場合（シナリオ15）それぞれの避難不

能者数 ( )αC と火災成長率α の関係を示した概念図である。

避難不能者数 ( )αC は排煙設備が作動する場合（シナリオ

14）と作動しない場合（シナリオ15）とでは異なり、排煙

設備が作動する場合の避難不能者数 ( )α14C は、煙の危険

が緩和される分だけ、排煙設備が作動しない場合の避難不

能者数 ( )α15C よりも小さくなる。 

 排煙設備が作動する場合（シナリオ14）と作動しない場

合（シナリオ15）の避難不能者数期待値をそれぞれ 14R 、

15R とすると、式(5)より、 

( ) ( )∫
∞

=
0 141414 ααα dCFPR    (13) 

( ) ( )∫
∞

=
0 151515 ααα dCFPR    (14) 

となる。 

 ここで、「5.3.1 スプリンクラー設備なし、排煙設備

なしの場合」と同じ展開を行うために、許容リスクを設計

火災シナリオ毎に設定することを考える。すなわち、 

  ( ) ( ) AAA RRR ≤+ 1514
    (15) 

となるように、許容リスク ( )14AR 、 ( )15AR を設定する。式(17)

を満たす範囲内であれば、設計者は自由にそれぞれの許容

リスクを設定することができる。 

 従って、式(13)及び式(14)の満たすべき条件は、それぞ

れ、 

( ) ( ) ( )140 141414 ARdCFPR ≤= ∫
∞

ααα   (16) 

( ) ( ) ( )150 151515 ARdCFPR ≤= ∫
∞

ααα   (17) 

となる。さらに、式(5)～式(9)と同様の展開を行うことに

より、排煙設備が作動する場合（シナリオ14）の限界火災

成長率 ( )14cα は、 

( )
( )

( )( )14
14

014
14 ln D

A
c R

CP ααα ≡×≥    (18) 

また、作動しない場合（シナリオ15）の限界火災成長率

 

 
 ( )αF

α

( )α15C

( )14cα( )15cα

( )α14C

火災成長率 
 

Fig. 6 排煙設備設置時の火災成長率と避難不能者数 

Relation between α and Casualties 
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( )15cα は、 

( )
( )

( )( )15
15

015
15 ln D

A
c R

CP ααα ≡×≥    (19) 

となる。よって、それぞれのシナリオ毎に設定される設計

火災成長率 Dα の基で避難不能者数を算出し、それぞれ

0=C であることを確かめれば良い。なお、式(19)は、式

(10)と同様に排煙設備が作動しない場合の設計火災成長

率である。これらの違いは、排煙設備の作動確率が考慮さ

れているか否かであり、排煙設備を設置した場合は、排煙

設備の不作動確率に応じて、設計火災成長率を低く見積も

ることができるのである。 

6.3.3 設計火災シナリオが3つ以上の場合  設計火災

シナリオが3以上となる場合も、シナリオ毎に許容リスク

( )iAR を設定して同様の検討を行えばよい。この時、各シ

ナリオの生起確率を iP とした場合、シナリオiにおける限

界火災成長率 ( )icα は、 

( )
( )

( )( )iD
iA

i
ic R

CP ααα ≡×≥ 0ln    (20) 

となる。ここで、許容リスク ( )iAR は 

  ( ) AiA RR ≤∑     (21) 

を満足する必要がある。 

 

7. まとめ 

 

  本研究では、性能的避難安全設計の枠組みの中に火災リ

スクの概念を導入することを最終的な目標として、居室火

災シナリオの決定方法ならびに避難安全性に関わる許容

リスク（避難不能者数期待値に関する許容安全基準）に関

する検討を行った。概要は以下の通りである。 

1)居室火災時に生起し得る事象を避難安全設計の対象と

なる各対策との関連で整理し、火災シナリオを作成した。 

2)設計火災シナリオとして、初期消火等に失敗し、部分焼

以上の拡大に至る火災を対象とした。 

3)安全性の検証方法として、避難不能者数期待値Rと許容

リスクRAを比較する方法を提案した。 

4)避難不能者を、現状の避難安全設計との整合性を考慮し

て、軽傷以上と定義すると、火災統計資料を分析した結

果から部分焼以上の火災に対する避難不能者数期待値

は、建物規模に関わらず0.50-0.66(平均0.55) [人/火

災]となる。 

5)火災成長率α の分布を平均α の指数分布と仮定し、リ

スクの概念に基づき設計火災成長率 Dα の決定方法を提

案した。平均α の値の決定は今後の課題として残る。 
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  凡例 

A ：建築物の延床面積[m2] 

0C  ：火災発生前の在館者数[人] 

iC  ：設計火災シナリオiの避難不能者数[人] 

( )αiC  ：設計火災シナリオiの火災成長率αに対する 

  避難不能者数[人] 

maxC  ：避難不能者数の最大値[人] 

( )αiF  ：火災成長率αの確率分布 

fQ  ：火源発熱速度[kW] 

spQ  ：スプリンクラー設備の作動限界発熱速度[kW] 

iP  ：設計火災シナリオiの生起確率[1/火災] 

R  ：避難不能者数期待値[人/火災] 

iR  ：設計火災シナリオiの避難不能者数期待値 

  [人/火災] 

AR  ：許容リスク[人/火災]  

( )iAR  ：設計火災シナリオi毎に任意に設定する許容 

  リスク[人/火災]  

t  ：火災発生からの経過時間[s]  

α  ：火災成長率[kW/s2] 

Cα  ：避難不能者が発生する限界の火災成長率[kW/s2] 

Dα  ：避設計火災成長率[kW/s2] 

α  ：指数分布における平均火災成長率[kW/s2] 
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